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研究動向・成果

実態を踏まえた水防活動支援技術の
開発 （研究期間：平成29年度～）

河川研究部 水害研究室 主任研究官 武内 慶了 室長 板垣 修

（キーワード） 水防活動、水防団、水害リスク、支援技術 

１．地域の防災・減災において極めて重要な役割を

担う水防活動への支援技術の重要性 

近年、雨の降り方が激甚化し、堤防等、防災施設

能力を上回る洪水が頻発している。この対策として、

着実な防災施設整備の推進はもちろん、効果的かつ

持続的な水防の仕組みを社会に根付かせていくこと

が重要である。国総研では、我が国において古くか

らその重要性が認識されている「自衛のための組織

的な水防活動」に着目し、水防活動による減災効果

をさらに向上させるために、河川管理者はどのよう

な支援を提供していくべきか研究している。 

２．「戸別訪問による避難誘導」を支援するリスク

情報図の作成 

 近年水防活動実績がある地方部5市町の水防団（消

防団が兼任）から、実際の水防活動実施過程を詳細

にヒアリングした結果、人的被害防止・低減効果が

高い一方で、必要時間が長く他の活動に影響を及ぼ

し得る「戸別訪問による避難誘導」への支援技術の

必要性が高い実態を把握した。そこで、国総研では、

降雨や背後山地部からの流出、微地形を考慮し、二

次元不定流計算によって得た支川・内水氾濫及び本

川氾濫による浸水深に基づくリスク区分を組み合せ

た「人的被害起こりやすさ図（仮称）」を試作した。

例を図-1に示す。これは、本川水位に基づく避難情

報発令に先んじて生じる支川氾濫や内水浸水による

移動の困難さ及び、本川氾濫時の最大浸水深に基づ

く人的被害の相対的な起こりやすさを示すリスク情

報図である。この図の活用により、豪雨イベントの

時間経過に伴って生じうる様々な浸水事象を踏まえ

絞り込まれた高リスク地区に対する、優先的かつ早

期の避難誘導の促進が期待される。戸別訪問及び移

動に要する時間に関する水防団アンケート結果に基

づき、避難誘導に係る時間を試算した。本川氾濫時

の最大浸水深が2m以上で、かつ、これに先んじて生

じる支川・内水氾濫による浸水深が30cm以上となる

範囲を高リスク地区とし、この地区への避難誘導を

優先的に行った場合は、リスク区分によらず対象地

域全体を満遍なく避難誘導した場合に比べ、高リス

ク地区での避難誘導に要する時間が30分以上も短縮

し、「より危険性の高い世帯がいち早く避難」する

ことを支援する技術としての効果が確認された。 

３．大都市圏における水防活動実態と支援技術 

大都市圏の低平地に位置し、近年水防活動実績が

ある1市の防災部局と水防団（消防団が兼任）に対し、

水防活動実態について聞き取り調査を行ったところ、

近年、水防活動経験がほとんどなく、内外水の氾濫

被害の時系列的な進展や、その際に要請され得る水

防活動の具体内容を想定し難い実態を把握した。 

このような実態を踏まえると、水防活動を支援す

る技術として、国総研で開発している浸水予測シス

テム等による、「次に起きる可能性の高い浸水事象

の予測情報」の提供が効果的であると考えられる。

今後、これらの予測技術が水防活動に与える効果及

び、その結果として期待される被害低減効果の定量

的評価手法について研究していく予定である。 

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

図 人的被害高リスク地区での避難誘導を優先的に実施 
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平地部中小河川における
水害リスク情報の簡易的な
作成手法の提案 （研究期間：平成30年度）

河川研究部 水害研究室 研究官 大山 璃久 室長 板垣 修

（キーワード） 水害リスク、LPデータ、池モデル、危機管理計画

１．水害リスク情報の社会における共有の重要性

近年の気候変動に伴う豪雨の激甚化・頻発化が懸

念される中、平成30年7月豪雨など、全国各地で河川

氾濫等による激甚な被害が生じている。地域の壊滅

的な被害を防止するためには、いざ施設では防ぎき

れない洪水が発生した場合であっても、氾濫被害を

最小化するように、危機管理計画等を策定しておく

ことが重要である。

同計画の策定に当たり避難ルート、緊急車両通行

ルートについて検討する際には、浸水リスクの高い

道路を極力使用しないことが重要と考えられる。既

に公表されている大河川の洪水浸水想定区域や浸水

実績は上記ルートの検討に活用しうるが、中小河川

の浸水リスクについては必要とされる浸水リスク情

報を多くの河川で容易に入手できる状況にはない。

このため、谷底平野等を流れる中小河川における浸

水リスク情報の簡易的な作成手法を過年度に開発し

2018年12月に手引き１）として公表したが、これに加

え、平地部を流れる中小河川における浸水リスク情

報の簡易的な作成手法について研究開発を進めてい

るので紹介する。

２．平地部におけるLPデータに基づく簡易的な浸水

リスク情報の試算

中小河川の浸水リスク情報作成における課題とし

ては、河道横断形状等の既存データが限られている

ことや氾濫シミュレーションを行うための予算や人

員が限られていることなどが挙げられる。本検討で

は、河道横断形状及び堤内地形把握におけるLPデー

タ（航空機から照射されたレーザー光線により取得

された地形などの標高データ）の活用による簡略化、

流出計算における合理式利用による簡略化と中小河

川治水安全度評価システムの活用による省力化、氾

濫シミュレーションについては池モデル（予め氾濫

ボリュームと浸水深及び浸水範囲の関係を整理する

ことで指定の氾濫ボリュームに対する浸水範囲、浸

水深を算出する手法）を用いた簡略化を行い、リス

ク情報の試算を行った（下図）。なお、池モデルで

は適切に想定浸水範囲を作成できない流下型の氾濫

形態を部分的に有する区域については想定氾濫箇所

からの落水線を描くことで落水線と交差する道路の

浸水リスクを概略図示した。

図 平地部における簡易的な水害リスク情報試作例

３．今後の簡易的な水害リスク情報の活用に向けて

試算結果を踏まえ、危機管理計画等の策定におけ

る本リスク情報の活用について検討を進めている。

さらに、本リスク情報の都市計画分野での活用方法

などについて引き続き検討を進めていく予定である。

☞詳細情報はこちら

1) 中小河川における簡易的な水害リスク情報作成

の手引き(H30.12)

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/

pdf/chushou_kaninarisuku_tebiki.pdf
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研究動向・成果

実態を踏まえた水防活動支援技術の 
開発
（研究期間 ： 平成29年度～）

河川研究部　水害研究室　主任研究官　武内　慶了　室長　板垣　修

（キーワード）　水防活動、水防団、水害リスク、支援技術

- 65 -- 65 -- 65 -




